
情報提供資料

■当資料は、情報提供を⽬的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、⽣命保険、株式、債券等の売買を
推奨･勧誘するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資⾏動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作
成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それら
は過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料は当社が信頼性が⾼いと判断した情報等
に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それら
の知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。■当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージで
あり、本⽂とは関係ない場合があります。

アジア・オセアニア 知 識⾖

0

10

20

30

40

50

60

70

2011 2012 2013 2014 2015 2016

（万台）

（年）

フランスと英国で、いわゆるガソリン⾞の販売を2040年までに禁⽌するという⽅針を打ち出したの
に続き、世界最⼤の⾃動⾞市場である中国でも、政府が「新エネルギー⾞」を⼀定割合で⽣
産・販売するよう義務付ける新規制を公表しました。地球温暖化の抑制につながるとの期待が⾼
まる中、世界の⾃動⾞市場が電気⾃動⾞時代に本格突⼊する可能性が出てきました。
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世界の⾃動⾞市場で電気⾃動⾞時代に本格突⼊

世界最⼤の⾃動⾞市場の中国で、
「新エネルギー⾞」化が加速

深刻な環境汚染を背景に「新エネルギー⾞」の導⼊を加速
中国政府は今年9⽉、⾃動⾞メーカー各社に2019年以降、「新エネルギー⾞」を⼀定割合で
⽣産・販売するよう義務付ける新規制を公表しました。「新エネルギー⾞」とは、いわゆる電気⾃
動⾞で、バッテリー電気⾃動⾞（BEV）、プラグインハイブリッド⾞（PHEV）、燃料電池⾃動
⾞（FCV）が該当します。
深刻な環境汚染を背景に、中国政府は以前から、新エネルギー⾞の導⼊を加速させていますが、
今回は「新エネルギー⾞」への転換を強制的に促して、その解決を⽬指すものとみられます。

（出所）OECDのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成

OECD（経済協⼒開発機構）によると、
2016年の世界の電気⾃動⾞販売台数は、
初めて200万台を突破しました。うち、販売台
数が多いのが⽶国と中国で、2カ国の販売台
数は世界の60％を占めました。
中国は今年4⽉に、年間の⽣産・販売台数に
占める「新エネルギー⾞」の割合を2025年に
20％とする⽬標を設定しています。2025年
の⽣産⽬標が約3,500万台に設定されてい
ることを踏まえると、同年に700万台の新エ
ネルギー⾞の⽣産達成を⽬指しているとみら
れます。
すでに世界最⼤の⾃動⾞市場となっている中
国において、「新エネルギー⾞」化が加速するこ
とで、世界の⾃動⾞市場が電気⾃動⾞時代
に本格突⼊する可能性が出てきました。

*電気⾃動⾞は、バッテリー電気⾃動⾞（BEV）、
プラグインハイブリッド⾞（PHEV）
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